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令和５年度税制改正の大綱 

 

令和４年12月23日  

閣 議 決 定  

 

家計の資産を貯蓄から投資へと積極的に振り向け、資産所得倍増につなげるため、

ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化を行うとともに、スタートアップ・エコシステムを

抜本的に強化するための税制上の措置を講ずる。また、より公平で中立的な税制の

実現に向け、極めて高い水準の所得について最低限の負担を求める措置の導入、グ

ローバル・ミニマム課税の導入及び資産移転の時期の選択により中立的な税制の構

築を行う。加えて、自動車重量税のエコカー減税や自動車税等の環境性能割等を見

直す。租税特別措置については、それぞれの性質等に応じ適切な適用期限を設定す

る。具体的には、Ⅰのとおり税制改正を行うものとする。 

また、防衛力強化に係る財源確保のための税制措置について、Ⅱのとおり決定す

る。 

 

Ⅰ 令和５年度税制改正 

 

一 個人所得課税 

１ 金融・証券税制 

（国税・地方税） 

〔延長・拡充〕 

（1）非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置

（ＮＩＳＡ）について、次の措置を講ずる。 

① 非課税累積投資契約に係る非課税措置（つみたてＮＩＳＡ）の勘定設定期

間を令和５年 12 月 31 日までとする。 

② 特定非課税累積投資契約に係る非課税措置について、次の措置に改組する。 

イ 居住者等が、金融商品取引業者等の営業所に開設した非課税口座に特定

累積投資勘定（仮称）を設けた日以後に支払を受けるべき特定累積投資勘

定（仮称）に係る株式投資信託（その受益権が金融商品取引所に上場等が
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めの要件であるその者が受けるべき市町村長の承認を不要とするほか、これに

伴う所要の措置を講ずる。 

（6）個人住民税について、所得税における（3）及び（14）から（20）までの見

直しに伴い、所要の措置を講ずる。 

（7）国税における諸制度の取扱い等を踏まえ、その他所要の措置を講ずる。 

〈国民健康保険税〉 

（8）国民健康保険税の後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を 22 万円

（現行：20 万円）に引き上げる。 

（9）国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとする。 

① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数

に乗ずべき金額を 29 万円（現行：28.5 万円）に引き上げる。 

② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数

に乗ずべき金額を 53.5 万円（現行：52 万円）に引き上げる。 

 

二 資産課税 

１ 資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築 

（1）相続時精算課税制度について、次の見直しを行う。 

① 相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した財産に係るそ

の年分の贈与税については、現行の基礎控除とは別途、課税価格から基礎控

除 110 万円を控除できることとするとともに、特定贈与者の死亡に係る相続

税の課税価格に加算等をされる当該特定贈与者から贈与により取得した財産

の価額は、上記の控除をした後の残額とする。 

（注）上記の改正は、令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産に係る

相続税又は贈与税について適用する。 

② 相続時精算課税適用者が特定贈与者から贈与により取得した一定の土地又

は建物が当該贈与の日から当該特定贈与者の死亡に係る相続税の申告書の提

出期限までの間に災害によって一定の被害を受けた場合には、当該相続税の

課税価格への加算等の基礎となる当該土地又は建物の価額は、当該贈与の時

における価額から当該価額のうち当該災害によって被害を受けた部分に相当

する額を控除した残額とする。 


